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• 第７次エネルギー基本計画では、安定的な発電・地域へ裨益する地熱発電について、様々な課題を克服し
て競争力のある電源としていくことを明記。

• 特に、地熱ポテンシャルを現状の４倍以上に拡大する可能性がある次世代型地熱技術の開発を進め、早期
の実証を目指すことや、地熱発電の導入加速に向けた具体的な計画や目標等を策定することとした。

• 本協議会では、抜本的な地熱発電の導入拡大を実現し、早期の実用化を目指すため、官民で議論し、資源
エネルギー庁がそのロードマップを取りまとめることを目的とする。

次世代型地熱ロードマップの策定について
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１．導入

第７次エネルギー基本計画 抜粋 2040年度におけるエネルギー需給の見通し

海外では、日本企業も参画し、熱水のない場所でも発電が可能な
クローズドループや地熱増産システムなどの実証が進められてい
る。また、日本でも、ＮＥＤＯや産総研等が、地下深くの高温・
高圧な熱水を活用した超臨界地熱に関する調査を行っている。抜
本的な地熱発電の導入拡大を実現するため、こうした次世代型地
熱技術について、２０３０年代の早期の実用化を目指し、研究開
発・実証を進め、実用化につなげる。

～一部省略～

今後、２０４０年に向けて地熱発電の導入を加速させていくため
の具体的な計画や目標等を策定する。



次世代型地熱推進官民協議会 概要
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１．導入

委員・協議メンバー等

＜委員＞
⚫藤光 康宏   ： 九州大学 大学院工学研究院

地球資源システム工学部門 教授（座長）
⚫長縄 成実   ： 秋田大学大学院 国際資源研究科

資源開発環境学 教授
⚫小澤 英明   ： 小澤英明法律事務所 弁護士
⚫浅沼 宏    ： 国立研究開発法人産業技術総合研究所

福島再生可能エネルギー研究所
再生可能エネルギー研究センター
キャリアリサーチャー

⚫大森 嘉彦   ： 一般財団法人日本エネルギー経済研究所
理事 クリーンエネルギーユニット担当

＜オブザーバー＞
環境省、林野庁、JOGMEC、NEDO、地方自治体

＜協議メンバー＞
地熱発電事業者、掘削事業者等、約100社/団体

＜事務局＞
資源エネルギー庁 資源・燃料部 ※ 本協議会で取りまとめた内容等については、今後の各項目の

進捗等を踏まえて、必要に応じて随時開催して議論を行う。

開催日程 主な議事

第1回
（R7.4.14）

① 事務局説明：論点提示
② 関係団体説明

JOGMEC・NEDO・産総研・エネ研
③ 事業者説明

九電みらい・TOUSEC・Geo－E
・中部電力・G-Pluse・電中研
・みずほ銀行・三井住友銀行

第2回
（R7.7.15）

① 事務局説明：革新性・発電コスト等
② 事業者説明

slb・Halliburton・三菱商事

第3回
（R7.9.26）

事務局説明：中間とりまとめ（案）

第4回
（R7.10.31）

事務局報告：中間とりまとめ



• ”従来型“地熱資源は火山活動のある山間地域に偏在しており、国立・国定公園や保安林・保護林等の区域
と重なる場合が多く、国有林や保安林では開発面積に制限がある。また、天然に存在する地熱貯留層の規
模（1坑井当たりの出力等含む）が限定的であることから、他電源と比較して大規模・大出力の開発は難
しい状況。そのため、従来型地熱だけでは限界があり、抜本的な取組みが必要。

従来型地熱の振り返り：地熱の偏在とそれに伴う制限
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国立・国定公園特別地域における主な地熱発電所

発電所 運転開始年
認可出力
[万kW]

松川 昭和41年 2.35

大沼 昭和49年 0.95

鬼首 昭和50年(令和5年リプレイス) 1.25→1.49

八丁原
1号機：昭和52年
2号機：平成2年

1号機：5.5
2号機：5.5

大岳 昭和42年(令和2年リプレイス) 1.25→1.37

葛根田
1号機：昭和53年（令和4年廃止）
2号機：平成8年

1号機：5.0
2号機：3.0

過去と比較して、最近の国立・国定公園内での開発は少ない。

国有林における制限

• 地熱開発に限らず使用許可面積は
5ha=50,000m2

※国有林の管理経営に関する法律

保安林における制限

•変更区域面積：0.2ha=2,000m2、
許可期間は原則2年

•開発移行時には保安林解除申請
※現在、林野庁と地熱協会で試掘時の保安林解

除手続きガイドを作成中。

＜参考＞国内最大の掘削リグ
フルスペックで稼働する場合
必要な敷地は約12,000m2

※掘削能力:7,500m
※主に石油・天然ガス・CCS掘削で使用

※ 提供：エスケイエンジニアリング（株）

地熱生産井の出力の目安

•一般的には3,000〜
10,000kW/坑 程度とされている。

※ただし、坑井仕様や地熱フィールドの温度・ 
圧力・透水性などによって異なる。

１．導入



従来型地熱の振り返り：（参考）日本における地質と掘削
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１．導入

日本と欧米の地質環境の違い 陸上掘削の歴史

※ 出典：地質関連WEBホームページ： https://www.zenchiren.or.jp/tikei/oubei.html

➢日本列島の地質には、様々な地質が複雑に分布し、多
くの断層や活火山が存在する。

➢これに対して欧米は、各地質の１ユニットが広く分布
し、断層が少なく地質構造が単純で、安定した大陸地
塊を形成している。

➢西ヨーロッパ・北アメリカ東部の地形・地質は単純で
あるが、日本は複雑。

※ 出典：石油技術協会誌 第82巻 第5号 「超深度・超高温掘削プロジェクトとそれに伴う技術開発の変遷」, 長縄成実

世
界
の
陸
上
掘
削
の

深
度
記
録
の
推
移

国
内
の

超
深
度
掘
削
の
歴
史

1968年 基礎試錐「下五十嵐」深度5,007m（国内の掘削深度5,000mを超える）

1990年 基礎試錐「新潟平野」深度6,000m、基礎試錐「東頸城」深度6,004m

1992年 基礎試錐「三島」：深度6,300m、坑底226m

1993年 基礎試錐「新竹野町」：深度6,310m、坑底温度197℃

1995年 深部地熱調査井「葛根田WD-1a」：深度3,729mで堀止め
坑底温度500℃

1995年 基礎試錐「西頸城」：深度6,005m
                             坑底温度238度(油ガス井国内最高温度)



• ”従来型“地熱発電のコストは、不確実性が大きく、依然として高水準にある状況。さらに、昨今のインフ
レによりコスト削減については、業界より厳しい意見が相次いでいる。

• カーボンニュートラルに寄与し、自立的かつ日本の電源の主要たる電源を目指すためには、「地熱開発加
速化パッケージ」の従来型の施策に加え、抜本的な取組みが必要。

従来型地熱の振り返り：従来型地熱の発電コスト
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１．導入

引用元
発電コスト検証WG
令和７年２月報告書

第98回
調達価格等算定委

第1回 次世代型地熱
推進官民協議会

出力 30,000kW 1,000〜15,000kW 14,900kW

従来型地熱
発電コスト

政策経費あり：16.1～16.8円/kWh
政策経費なし：10.9円/kWh

資本費 ：126万円/kW
運転維持費：6.9万円/kW

資本費 ：4.33～11.5円/kWh
運転維持費：9.49～25.31円/kWh
----------------------------------------------
------------
資本費＋運転維持費＝13.82～36.81円/kWh

※ 第98回調達価格等算定委資料を基に試算
※ 割引率を考慮していない

試算前提
稼働年数:40年
稼働率:83％
※モデルプラントに基づき試算

定期報告データ
稼働年数:15・40年
稼働率:83％



次世代型地熱の種類
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2．次世代型地熱の位置付け

従来型地熱
次世代型地熱

超臨界地熱
Supercritical Geothermal

クローズドループ
Closed-loop Geothermal System

EGS
Enhanced Geothermal Systems

熱・水・割れ目から成る地熱貯
留層から蒸気を生産し発電。

マグマ上部の高温高圧の流体(超
臨界熱水)から蒸気を生産し発電。

亀裂のない高温の地熱層に坑井
掘削し、流体を循環させ発電。

地熱層貯留層を人工造成し、水
を圧入・蒸気を生産し発電。

地熱貯留層

温泉
地表

3km
～350℃

3～6km
400～600℃

1.5～2km
200~350℃

1km

超臨界状態の
高温・高圧

状態の蒸気を
生産

超臨界地熱

熱源熱源

坑井でループを構
築し、流体を循環

熱源
人工的に
貯留層を

造成

マグマ



日本の地熱ポテンシャル
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2．次世代型地熱の位置付け

3km

～350℃

400～600℃

従来型地熱 23.5GW（2,347万kW*1 ）

高温岩体地熱 66GW*2

超臨界地熱発電*311GW+α*4

200～350℃

～6km
*1）村岡ほか（2008）など。
*2) 日本地熱学会刊行 地熱エネルギーハンドブック、837-839頁では「基盤岩上面から深度1kmの範囲の地熱資源量を77GW」と推定し、資源エネルギー庁はこれをクローズ

ド・EGSの資源量とみなした。これを元に簡易的に計算し、77GW-超臨界地熱11GW＝66GWを高温岩帯（延性域高温岩帯も含む）における地熱ポテンシャルとした。
*3）NEDOにより高温井が存在する18地域（NEDO、平成30年度超臨界地熱発電技術研究開発 超臨界地熱資源ポテンシャル調査）を対象にした調査結果より推定。
*4）NEDOが調査対象としなかった火山、カルデラ等にも相当量の超臨界地熱資源が存在すると想定される。

77GW超

• 23.５GWの従来型地熱ポテンシャルに加えて、次世代型地熱ポテンシャルは、これまでの文献等から発電
利用ベースでクローズドループ・EGSで66GW、超臨界地熱では11GW＋α、の合計77GW超が見込まれ
、技術革新が進むことでさらに上積みされることが期待される。

• また、発電利用以外に期待される熱利用を含めるとこのポテンシャルは、更に増大する可能性がある。



次世代型地熱に資する高温域マップ
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2．次世代型地熱の位置付け

• JOGMECは、クローズドループ・EGSの
調査・開発に参考となる高温域マップを
作成した。

• 本マップは、地下3kmで推測される
温度情報のみの分布を示すものであり、
これまで示してきた地熱ポテンシャル
（熱・水・亀裂を考慮した活動度指数か
ら容積法で算出したもの）とは異なる。

• 本マップでは、空中磁気データから
キューリー点（岩石中の磁鉄鉱は580℃
を超えると磁力を失う性質を持つ）深度
を計算し、地表を15℃とし温度勾配から
3km深度の温度を推測した。

※ JOGMEC カーボンリサイクルCO2調査事業により作成
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2．次世代型地熱の位置付け

北海道 東北

次世代型地熱に資する高温域マップ：地方別
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2．次世代型地熱の位置付け

関東・中部・近畿 中国・四国・九州

次世代型地熱に資する高温域マップ：地方別



IEAが示す日本のポテンシャル
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2．次世代型地熱の位置付け

※出典： IEA The Future of Geothermal Energy

• IEAによると、日本におけるEGSのTechnical potential（発電ベース、深度8km未満）は
約2-3TWeや、熱（90℃）のTechnical potentialは、約2-3TWt（熱ベース、深度5kｍ未満）
とされており、先述のポテンシャルは更に拡大する可能性がある。



熱があれば開発可能 → 資源リスクの低減・試掘の成功率向上

山間地域以外での展開 → 開発地域の拡大

温泉や自然公園の回避が可能 → 規制リスクの低減

坑井の出力増大・掘進率の向上 → 発電コストの低減

開発リードタイムの短縮

• “従来型地熱”に加えて、長期的かつ安定的な脱炭素電源として魅力的な地熱発電をさらに拡大するために
は抜本的な課題解決が必要であり、次世代型地熱はそれに寄与する技術と整理。

• 今後、拡大が見込まれるデータセンター等に伴う電力需要の増加や、熱利用の拡大の可能性を踏まえると、
カーボンニュートラル価値、ベースロード電源価値、エネルギー安全保障に寄与する国産・内製化、
調整電源機能の可能性等、の特性を持つ次世代型地熱発電による安定的な電源供給が必要である。

次世代型地熱による課題解決の可能性

14

2．次世代型地熱の位置付け

従来型地熱における主な課題 次世代型地熱に期待する課題解決

地熱貯留層（熱・水・亀裂）を見つける必要性

火山周辺の山間地域に偏在性

偏在地域に伴う規制（温泉法・自然公園法等）の多さ

発電出力に対する発電コストの大きさ

それらを総合的に勘案した運転開始までの長いリードタイム



• 超臨界地熱は、従来型地熱の現状と比較し出力が大きく、それによる発電コストの低減が期待される。
• 一方で、世界的な動向から、高温・高圧対応の掘削・生産（噴気）の手法、事業性のある掘削・発電技術
開発（持続的に生産が可能な坑井仕様に向けた技術開発、高温・耐腐食性等の特異性を考慮した発電設備
のエンジニアリング等）の課題が挙げられている。

次世代型地熱の革新性：超臨界地熱
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2．次世代型地熱の位置付け

• 1.5～5万kW/本の生産能力

• 発電技術の検討に向けた生産流体
の確認

抜本的な出力の増大

大出力の生産能力

• 従来技術でも坑内を冷却して掘削
する手法の検討

• 生産に耐え得る耐高温機材の開発

高温・高圧対応技術の確立

坑内冷却技術・耐高温資機材の開発

• 坑井能力・生産流体の確認を加味
したエンジニアリング開始時期と、
必要な基礎研究項目の整理

事業性のある
掘削・発電技術の確立

特異性を考慮したエンジニアリング
と事業性の試算

求められる
革新性

技術革新を
達成するための

指標

➢ 従来型地熱では、
– 0.5～1.5万kW級の発電所の新設が多

い状況
– 0.3~1.0万kW/本の生産能力が一般的

坑井能力・生産流体の確認
適切な掘削・生産(噴気)技術

の確立
生産流体に応じた対応

➢ 資源開発において、生産流体の性状が不
明な段階で詳細なエンジニアリングは実
施しない

➢ 石油・天然ガス開発では
– 約100MPa仕様の高圧井掘削は可能
– 高温対応は最大で300℃程度であるが、

坑内冷却と掘削用水の大量確保で対応
可能

＜参考＞
現状



• 2025年度に実施中の追加検討にて社会的制約等の条件を再考慮した結果、これまでの想定より多く
（1地域あたり、10万~20万kW程度、特定の条件下、30年間）の発電可能性が示唆された。

（参考）超臨界地熱調査：NEDO地熱発電導入拡大研究開発（2025年度）
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2．次世代型地熱の位置付け

地域

湯沢南部

葛根田

八幡平

九重

地域B

地域A

・・・

※ 経済性や社会的制約等の実現可能性を加味し、現時点に
おける最大発電量（30年間の平均発電量）を推定

シミュレーション例（湯沢南部地域）推定される潜在資源量（最大値）

潜在資源量

-

-

・・・

2025年度事業
にて最大発電量
を検討中

2025年度事業
にて追加候補
地を検討

2026年度以降
検討

精査中
（10万~20万kW程度）



• クローズドループは、熱水・蒸気がない地域での開発により、従来型地熱と異なり様々な地域での拡大が
期待される。

• 一方で、貯留層における継続的な熱供給や熱伝導率、発電量に見合う掘削コスト低減等、の課題が挙げら
れている。

次世代型地熱の革新性：クローズドループ
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2．次世代型地熱の位置付け

• 循環流体が減耗しない or 許容でき
る減耗率の地層の確認

• 裸坑仕上時の坑壁安定性の確立

開発可能エリアの増大

需要地近傍や
調査済未開発エリア等での開発等

• 熱回収量に応じた掘削コストの削
減（掘進率の向上、坑井仕上げ技
術の確立等）

長大かつ複雑な坑井掘削

• 発電に伴って温度低下しない（熱
供給が維持される）貯留層の確認

熱回収の不確実性の低減と
長期安定性の確保

求められる
革新性

➢ 日本のような複雑な地層においては、断
層の通過や地層の変化による坑壁維持の
困難さや、大規模逸泥・逸水が発生する
ことも想定される

地質不確実性の低減 事業性のある掘削技術の確立 熱回収の不確実性の低減

➢ 過去の高温岩体実証等では、発電に伴っ
て坑井近傍の貯留層の温度低下と、その
温度回復時間が課題として挙げられてい
る

自然由来の貯留層に依存しない熱回収手法

➢ 石油・天然ガスにおけるマルチラテラル
坑・高傾斜井掘削は多くの実績あり

➢ 中部電力によるとEavor社は10円/kWh
程度*まで低減可能と想定

＜参考＞
現状

※ 出典：資源エネルギー庁 第1回次世代型地熱推進官民協議会 資料12 中部電力（株）p12 https://www.enecho.meti.go.jp/category/resources_and_fuel/geothermal/nextgeneration/data/1_12.pdf



• EGSは、熱水・蒸気がない地域での開発により、従来型地熱と異なり様々な地域での拡大が期待される。
• 一方で、発電量に見合う掘削コスト削減、自然亀裂の活用や人工貯留層造成等による増進手法（フラク
チャリングや水圧刺激、化学的手法等）、循環流体の回収率の向上、微小振動の抑制等、の課題が挙げら
れている。

次世代型地熱の革新性：EGS
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2．次世代型地熱の位置付け

• 循環流体の回収率の向上

• Traffic Light System等の微小振動抑
制基準の確立

開発可能エリアの増大

需要地近傍や
調査済未開発エリア等での開発等

• 掘削コストの削減（掘進率の向上、
低コストのフラクチャリング技術。
化学処理技術の確立）

低コストの坑井掘削

• 日本に合った貯留層造成技術（増
進手法の選定、貯留層シミュレー
ション等）の確立

熱回収の不確実性の低減と
長期安定性の確保

求められる
革新性

技術革新を
達成するための

指標

地質的不確実性の低減 事業性のある掘削技術の確立 熱回収の不確実性の低減

➢ シェール革命以降で多段階フラクチャリ
ングの技術は確立・普及

➢ 国内では、ニューサンシャイン計画で、
肘折・雄勝で実証されて以降は取組無し

自然由来の貯留層に依存しない熱回収手法

➢ 米国では、石油・天然ガス開発が盛んで
あり、それに伴い掘削産業も活発で、
コスト競争が激しい

➢ 国内の掘削産業は他業界と比較して
小規模

➢ 日本のような複雑な地層においては、断
層の通過や地層の変化により大規模逸
泥・逸水が発生することも想定される

＜参考＞
現状



• 米国では2025年より、超高温岩体の掘削技術の開発・実証に係る坑井掘削が予定。
• アイスランドでは、Iceland Deep Drilling Project（IDDP）で超臨界の掘削コストを試算。ニュージーラ

ンドでは試験井の掘削を2026年に行う予定。

次世代型地熱の世界的動向：超臨界地熱
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2．次世代型地熱の位置付け

米国

国・地域

• オレゴン州ニューベリー火山付近での実証プロジェクトでは、実証主体のMazama Energyが掘削
コストの削減のため、Superhot Rock（超高温岩体）における水平坑井掘削を含めた掘削技術、
高温・高圧条件に耐え得る掘削機材・配管、ケーシング及び、長期的な坑井性能の予測シミュレー
ションシステムを開発。

• 2025年及び2026年に2つの新しい坑井を掘削し、Superhot Rock （超高温岩体）の掘削技術
等を実証予定。

• GNS Scienceは2019年～2024年にわたり超臨界地熱に係る基礎研究開発を実施し、2026年末ま
でに試験井の掘削を開始する予定。また、ニュージーランド政府は超臨界地熱発電技術開発への支
援のための6,000万NZD （約53億円）の資金を確保することを発表。

世界的動向と革新性

アイスランド
（IDDP）

掘削技術の開発
及び実証

GNS Science
による技術開発

項目

※ 出典：Mazama Energy、https://mazamaenergy.com/、KTVZ21、https://ktvz.com/news/business/2024/12/20/mazama-energy-receives-20-million-dept-of-energy-grant-to-test-super-hot-rock-geothermal-system-at-
newberry-volcano/、ICDP、https://www.icdp-online.org/projects/by-continent/europe/iddp-2-iceland/、Friðleifsson et al., The IDDP-2 DEEPEGS Demonstrator at Reykjanes – Overview（2021年4月）、
https://worldgeothermal.org/pdf/IGAstandard/WGC/2020/31002.pdf、GNS SCIENCE、https://www.geothermalnextgeneration.com/knowledge
2021年度～2023年度成果報告書 地熱発電導入拡大研究開発/超臨界地熱資源技術開発/超臨界地熱資源量評価（九重地域）（葛根田地域）（湯沢南部地域）（八幡平地域）

日本
• 特定の条件下で10万kWの発電が可能、発電コストは10.9〜18.9円/kWh（30年）とNEDOが
試算。一方で、高腐食性や高温対応、シリカの析出を加味した技術が開発が必要と整理。

NEDOによる
技術開発

ニュージー
ランド

掘削コストの
削減

• 国内の従来型地熱井の掘削コストは4.4-6.8M USDであるのに対し、IDDP-1、2におけるFS調査
の試算では14-18M USD。

• 将来的には5km級生産井の掘削コストを8-9M USD/本まで低減すると試算。

https://mazamaenergy.com/、KTVZ21、https:/ktvz.com/news/business/2024/12/20/mazama-energy-receives-20-million-dept-of-energy-grant-to-test-super-hot-rock-geothermal-system-at-newberry-volcano/
https://www.icdp-online.org/projects/by-continent/europe/iddp-2-iceland/
https://worldgeothermal.org/pdf/IGAstandard/WGC/2020/31002.pdf
https://www.geothermalnextgeneration.com/knowledge


• ドイツでは、マルチラテラル方式のクローズドループの商用運転に向けた工事が進められており、電力供
給のみならず熱の併用により事業性の向上に取り組んでいる。

• 米国では既存の地熱井を利用した同軸二重管方式による商業実証が実施されており、既設地熱発電所の出
力を高いコスト効率で増強できる技術として期待されている。

次世代型地熱の世界的動向：クローズドループ
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2．次世代型地熱の位置付け

地下構造システ
ムの構築

ドイツ

国・地域

• カナダのEavor社は独自の櫛型クローズドループを開発し、カナダと米国での実証を経てドイツのバ
イエルン州ゲーレッツリート (Geretsried) 市にて世界初の商用クローズドループ発電施設を建設中。

• 深さ最大5,000メートルまで掘削された2本の垂直井と、4つのループに繋がる12対の水平井（水平
長：3 km）で構成されているが、掘削コストを含めた事業費の削減が大きな課題。

世界的動向と革新性項目

※ 出典：中部電力、Eavorクローズドループを用いた商業案件(ゲーレッツリート案件)の概要（2025年4月）、 1_12.pdf
RECHARGE、Unlimited, on-demand renewable energy anywhere in the world — is Eavor-Loop climate change‘s holy grail?、
https://www.rechargenews.com/transition/unlimited-on-demand-renewable-energy-anywhere-in-the-world-is-eavor-loop-climate-changes-holy-grail-/2-1-901385
Eavor、 Eavor Deploys Revolutionary New Active Magnetic Ranging System, Drastically Reducing Drilling Rig Time to Connect Lateral Wells – Eavor
ThinkGeoEnergy、https://www.thinkgeoenergy.com/greenfire-energy-demonstrates-energy-production-from-idle-geothermal-wells-in-the-geysers 

掘削コストの
削減

• Eavor社はEavor-Link アクティブ磁気測距（AMR）システムの導入に成功。この革新技術により、
掘削中にリアルタイムで正確な磁気測距を可能となり、従来のワイヤライン方式のように数キロ
メートル地下にケーブルを挿入する必要がなく、掘削の効率と速度が大幅に向上することが期待。

• 米Greenfire Energy社は、2025年5月にThe Geysersにおいて同軸二重管方式による商業デモンス
トレーションを実施し毎分300-350ガロンの流量と310°F（154℃）という予想以上の出力を確認。

• Greenfire Energy社の提唱するプロセスは、新規に水平井を掘削する必要がなく、既存の低出力地
熱井を改修するだけで実現できる点でコスト競争力を持つとされている。

地下構造システ
ムの構築

米国
掘削コストの
削減

https://www.enecho.meti.go.jp/category/resources_and_fuel/geothermal/nextgeneration/data/1_12.pdf
https://www.rechargenews.com/transition/unlimited-on-demand-renewable-energy-anywhere-in-the-world-is-eavor-loop-climate-changes-holy-grail-/2-1-901385
https://eavor.com/press-releases/eavor-deploys-revolutionary-new-active-magnetic-ranging-system-drastically-reducing-drilling-rig-time-to-connect-lateral-wells/
https://www.thinkgeoenergy.com/greenfire-energy-demonstrates-energy-production-from-idle-geothermal-wells-in-the-geysers


• 米国では商用化レベルまで開発が進んでおり、石油・天然ガス技術の活用等により掘削コストの大幅な
削減や熱回収効率の向上に成功。

次世代型地熱の世界的動向：EGS
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2．次世代型地熱の位置付け

掘削コストの
削減

微小振動の抑制

EGSシステムの
総合設計

米国

国・地域

• DOEは2035年までにEGSのコストを90%削減し、45 USD/MWh（約6.5円/kWh）に低減する
ことにより、EGSを再エネの選択肢の一つとしていくというDOEの開発目標「Enhanced 
Geothermal Shot」を発表。

• Fervo社は石油・天然ガス技術の地熱分野への適用により、掘削時間を70％短縮し、坑井１本あた
りの掘削コストを5割ほど削減することに成功。

• EGSの安全性と社会受容性を高めるため、DOEは微小振動緩和プロトコル（ISMP）の策定を行い、
DOEが支援するプロジェクトに対して、ISMPによる微小振動のモニタリング・低減策の検討を義
務づけ。

• Fervo社はISMPに沿って微小振動のモニタリングを実施し、振動の規模に応じてモニタリングを継
続しながら操業を停止する等の操業管理を行っている。

• 独立評価機関DeGolyer & MacNaughtonによる報告で、Cape Station地域は13,000フィート（約
4 km）の深さで5GW以上の開発が可能と評価し、Fervoの独自技術により、従来の地熱技術の3倍
の熱回収効率（50〜60%）を実現。

• Fervo社は三菱重工傘下のTurboden社と協力しEGS発電のモジュール化の開発を行っている。

世界的動向と革新性項目

※ 出典：DOE、地熱発電のコスト削減を目指す、新たなエネルギー・アースショットを発表、https://crds.jst.go.jp/dw/20221117/2022111733743/
             Geothermal Energy Advances、https://time.com/7094813/fervo-energy-fervoflex/

     Fervo、 Fervo Energy Drills 15,000-FT, 500°F Geothermal Well Pushing The Envelope For EGS Deployment - Fervo Energy

https://crds.jst.go.jp/dw/20221117/2022111733743/
https://time.com/7094813/fervo-energy-fervoflex/
https://fervoenergy.com/fervo-energy-pushes-envelope/


• 米国発のスタートアップ。
米DOEの支援を受け、
Superhot Rock （超高温岩
体）へ掘削し、実証予定。

（参考）世界の主な次世代型地熱プロジェクト
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2．次世代型地熱の位置付け

• カナダ発のスタートアップ。
クローズドループの商用化に向
けて、ドイツにて実証中。中部
電力、鹿島も出資。

• 米国発のスタートアップ。
Google社とEGS発電で
3,500kWのデータセンター用販
売契約を締結。三菱重工も出資。

※ 出典：Mazama Energy ホームページ ※ 出典：鹿島建設ホームページ
※ 出典：Googleホームページ
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３．次世代型地熱実現に向けたロードマップ

• 次世代型地熱の実用化に向けた投資促進や革新的な技術開発を通じたコスト低減等の事業性向上を図るこ
とで、次世代型地熱ポテンシャル（77GW超）のうち、2035年から2050年にかけて約7.7GW（次世代
型地熱ポテンシャルのうち経済性に優れる上位10％と仮置き）の開発を目指す。なお、約7.7GWを2050
年におけるキャップと捉えることなく、IEA報告書では日本のポテンシャルが約2-3TWと報告されている
こと及び日本が2050年カーボンニュートラルを達成するためには地熱エネルギーの最大限の導入を図るこ
とが必要であることを踏まえ、更なる高みを目指して開発を進める。

• そのうえで、2035〜2040年は、導入促進に向けた支援等を通じて、事業環境が整っているなど早期の運
転開始が見込まれる地域の開発を先行的に着手することで、2040年までに約1.4GWの開発を目指す。

• 直近では、技術面・商務面の不確実性を低減するため、抜本的拡大に必要な技術の先行導入支援を目指す。

2035 2040 2050

2040年：1.4GW

※ 発電利用以外に期待される熱利用を含めるとポテンシャルは、更に増大する可能性がある。

[GW]

2050年：7.7GW



（参考）次世代型地熱の導入発電容量の見通しの試算
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３．次世代型地熱実現に向けたロードマップ

2035〜2040年
の前提

1地域当たりの発電容量 開発地域数
各技術の導入発電容量

見通し
2035〜2040
見通しの合計

超臨界地熱
約20万kW 4地域

約0.8GW

約1.4GW
NEDOによる先行調査が行われた4地域を開発した場合

EGS・
クローズドループ

約2万kW 30地域
約0.6GW

年間5地域、６年間で30地域を開発した場合

• 超臨界地熱とクローズドループ・EGSに大別し、導入発電容量の見通し（1地域当たりの発電容量と開発地域
数を一定の条件で仮定して試算したもの）を作成。

2041〜2050年
の前提

1地域当たりの発電容量 開発地域数
各技術の導入発電容量

見通し
2041〜2050
見通しの合計

超臨界地熱

約20万kW 14地域

約2.8GW 約6.3GW

2035～2040年の
導入量見通しとの合計

＝約7.7GW

投資促進や革新的な技術導入を前提とし、年間約1～2地域程
度、10年間でNEDO調査により超臨界地熱の存在が推定され
る18地域のうち先行導入地域を除く14地域を開発した場合

EGS・
クローズドループ

約5万kW 70地域

約3.5GW効率的な熱回収システムの確立等の革新的な技術導入を前提
とし、年間約5～10地域、10年間で70地域を開発した場合
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３．次世代型地熱実現に向けたロードマップ

• 投資促進や革新的な技術導入を図ることで、フェーズ1として2030年までに国内で先行導入、
フェーズ2として2030年代早期の次世代型地熱の運転開始、
フェーズ3として国内普及とそれによる地熱発電の抜本的な導入量拡大を目指す。

➢ 先行導入に向けた掘削技術
など各種技術開発及び技術
の先行導入

➢ 掘削コスト低減（掘進率の向上・坑井仕様の最適化）に向けた技術開発
➢ 高効率熱回収システム・発電設備の構築に向けた最適化や技術開発
➢ 生産コスト削減に向けた最適化や技術開発

フェーズ１ フェーズ２ フェーズ３

➢ 資源量調査による開発候補地の拡大
➢ 次世代型地熱の事業化に向けた支援（ファイナンス、地熱価値創造 等）
➢ 事業体制整備、安全指針等の整理

2026 2030 2040 2050

2040年：1.4GW

[GW]

普及・抜本的な導入量拡大
発電設備の
運転開始

※ 導入発電容量の見通しについては、技術革新がさらに進展することで、さらなる追加が期待される。
また、発電利用以外に期待される熱利用を含めるとポテンシャルは、更に増大する可能性がある。

2050年：7.7GW



2030年に向けた具体的なロードマップ：超臨界地熱
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３．次世代型地熱実現に向けたロードマップ

2026

• NEDOが調査を進めている4か所を参考に2030年までに発電した場合の出力想定や貯留層性状等の確認による資源化を
目指す。2030年以降は、確認した超臨界地熱を見据えた坑井・設備設計や、安全かつコスト低減を見据えた技術開発を
進めるとともに、さらなる有望な超臨界地熱資源を探査し、全国で10～20万kW規模の発電所建設を目指す。

地元・関連ステークホルダーへの説明・合意形成

環境影響に配慮したモニタリング技術等の運用の最適化検討やその実施

内容

各ステージの
成果

試験井の掘削

第2段階

噴気試験等

経済性評価

低コスト化に必要な技術の開発（耐高腐食性素材・装置の開発、掘削技術等）

第1段階

掘削・噴気準備
（計画の策定等）

2027 2028 2029 2030

調査井の掘削

地質モデリング

調査井の完成●
モニタリング装置の設置完了● 生産試験井１坑等の完成や他手法による超臨界地熱流体等の確認●

各ゲートの
判断指標

環境影響に配慮したモニタリング技術等の
開発・運用指針の策定

最大100億円/件 最大300億円/件

場所
確定

地
点
及
び
各
種
事
前
準
備
着
手
等

貯留層のシミュレーション

事業規模

※ 本ロードマップは、資源エネルギー庁が先行導入に向けて目指す姿（各ステージでの成果・想定するスケジュール・主な内容）を示すものであり、各プロジェクトの事業計画は個別に最適化されることを想定。

指標2指標1

• 試験井掘削による超臨界地熱の確認や、
物理検層や噴気試験等による流体兆候サンプリング、
による超臨界地熱の資源化

• 資源化による発電出力試算と事業性の試算ができていること

• 安全に調査井を掘削するための
掘削計画が策定されていること



2030年に向けた具体的なロードマップ：クローズドループロードマップ
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３．次世代型地熱実現に向けたロードマップ

2026 2027 2028 2029 2030

• 2030年までに実証井の掘削及びそれらを用いた循環試験、地下の適切な熱回収システムの完成を目指す。
2030年以降は、スケールアップし、全国で2～5万kW規模の発電所建設を目指す。

内容
掘削計画等の策定

各ステージの
成果

第1段階 第2段階

調査井の掘削

熱交換構造のシミュレーション・検証

低コスト化に必要な技術の開発

事業性向上（熱供給事業等）の検討を含めた経済性評価

実証井掘削、熱回収システム
の建設

循環試験

調査井の完成● 生産試験井1組の完成●

各ゲートの
判断指標

地元・関連ステークホルダーへの説明・合意形成

事業規模 最大100億円/件 最大300億円/件

場所
確定

地
点
及
び
各
種
事
前
準
備
着
手
等

※ 本ロードマップは、資源エネルギー庁が先行導入に向けて目指す姿（各ステージでの成果・想定するスケジュール・主な内容）を示すものであり、各プロジェクトの事業計画は個別に最適化されることを想定。

指標2指標1

• 地質条件等を踏まえ、掘削可能と確認されること
• シミュレーションの結果より、熱交換構造で十分な

熱回収が達成できることが確認されること

• 熱回収システムが完成していること
• 循環試験により計画相当の出力が得られ

ていること



2030年に向けた具体的なロードマップ： EGSロードマップ
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３．次世代型地熱実現に向けたロードマップ

2026

環境影響に配慮したモニタリング技術等の運用の最適化検討とその実施

• 2030年までに、生産試験井掘削や既存井の改修等で、天然亀裂の活用や人工貯留層造成等による増進手法
（フラクチャリングや水圧刺激、化学的手法等）の確立と 、それによる熱回収システムの完成を目指す。
2030年以降は、そのスケールアップにより、全国で2～5万kW規模の発電所の建設を目指す。

内容
掘削計画等の策定

各ステージの
成果

第1段階 第2段階

調査井の掘削

熱交換構造のシミュレーション

低コスト化に必要な技術の開発

事業性向上（熱供給事業等）の検討を含めた経済性評価

試験井掘削、熱回収システムの建設 循環試験

調査井の完成● 生産試験井（生産井・還元井1坑ずつ）1組の完成●

各ゲートの
判断指標

地元・関連ステークホルダーへの説明・合意形成

事業規模 最大50億円/件 最大200億円/件

場所
確定

地
点
及
び
各
種
事
前
準
備
着
手
等

調査井の掘削準備

環境影響に配慮したモニタリング技術等の開発・運用指針の策定

2027 2028 2029 2030
※ 本ロードマップは、資源エネルギー庁が先行導入に向けて目指す姿（各ステージでの成果・想定するスケジュール・主な内容）を示すものであり、各プロジェクトの事業計画は個別に最適化されることを想定。

指標2指標1

• 地質条件等を踏まえ、掘削可能と確認されること
• シミュレーションの結果より、熱交換構造で十分な熱

回収が達成できることが確認されること

• 人工貯留層の造成による熱回収システムが
完成していること

• 循環試験により計画相当の出力が得られていること



ロードマップ実現に向けた主な対応の方向性
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４．次世代型地熱ロードマップ実現に向けた対応策

• 次世代型地熱ロードマップの実現を通じた次世代型地熱発電の導入拡大に向けて、事業者による具体的な

取組・実行や、そのための着実かつ継続的な政府支援を通じて、官民一体で対応することが重要。

国内先行導入への国の支援強化

資源量調査・情報提供を通じた資源量・開発候補地点の拡大

必要な環境整備や関連規制へのワンストップ対応等

調査・開発促進に向けた支援（ファイナンス等）

継続した技術開発支援

次世代型地熱に関する事業戦略の検討・策定

国内先行導入・実用化に向けた体制整備

開発地点の地元住民等の関係者との調整

次世代型地熱の開発・運転

掘削コスト低減、高効率の発電システムの確立等に向けた技術開発

政
府
の
支
援

事
業
者
に
よ
る
具
体
的
な
取
組



必要な環境整備
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４．次世代型地熱ロードマップ実現に向けた対応策

• クローズドループやEGSは、自然由来の熱水によらず地下の熱源を主に活用することが従来型地熱と異な
る。また、超臨界地熱は、温泉や従来型地熱と比較にならない大深度掘削や、超高酸性度の熱水を産出す
る可能性がある点で従来型地熱と異なる。

• これらの先行導入、かつ実用化に向けた取組のためには、従来型地熱にはない論点が想定され、今後、資
源エネルギー庁と環境省や関係省庁・団体・事業者等とともに対応策を議論・整理していく。

現時点で想定される論点とその対応策

（１）次世代型地熱の適切な資源の活用について【資源エネルギー庁にて検討】

•超臨界地熱は大深度の高温・高圧の掘削、クローズドループは複雑な坑井掘削、EGSはシェールガス開発技術の適用など、従来型地熱
とは異なる掘削等であるため、それぞれの技術的特徴やその影響等について整理。

（２）温泉法の掘削許可等の取扱い【環境省にて検討】

•次世代型地熱（クローズドループ、EGS、超臨界地熱）における温泉法の掘削許可等の取扱いや判断基準の考え方について、
環境省が有識者による検討会等で検討。

（３）地熱資源の取扱い【動向を見据えて、今後、対応方針を検討】

•クローズドループやEGSにおいては、熱伝導率が良好な深部岩体や地層深部からの熱供給量が、その周辺の開発次第では、取り合いと
なる。



適切な資源の活用
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４．次世代型地熱ロードマップ実現に向けた対応策

• 次世代型地熱の国内先行導入及び実用化にあたっては、温泉法等の現行規制上の扱いやそれらの理解醸成
を議論するためにも、次世代型地熱をより深掘りした技術的分析が不可欠。

• これら「次世代型地熱の適切な活用」について、資源エネルギー庁に新たに議論・検討する会議体を設置
し、今後の実用化に繋がる先行導入に向けて、技術的な可能性を議論するとともに、必要な制度整備等の
課題を洗い出すことを目指す。

次世代型地熱の適切な活用に向けた検討会（案）

• 会議体（親会）：
次世代型地熱資源の適切な活用に向けた検討会
※ 本官民協議会の下に設置するWGとして想定

• 委員：
➢ 地熱資源に関する専門家
➢ 地下構造の専門家
➢ 社会受容性に関する専門家
➢ 環境影響に関する専門家
➢ リスクアセスメントに関する専門家
➢ 地下利用・地熱関連法令に関する専門家

• 事務局：
資源エネルギー庁

• オブザーバー
JOGMEC、NEDO、産総研、環境省、林野庁、内閣府

• 議論の内容：
➢ 次世代型地熱資源の活用方法と従来型との相違点
➢ 適切な開発手法
➢ 次世代型地熱による様々な影響度とその範囲
➢ 次世代型方式による地熱開発において必要な環境整備



超臨界地熱の資源量評価及び次世代型地熱に資する環境影響評価の高度化

32

４．次世代型地熱ロードマップ実現に向けた対応策

• 今後も、超臨界地熱ポテンシャルを拡大できるさらなる有望地域の資源量評価を実施するとともに、
超臨界地熱に適応する材料や機材等の共通基盤となる技術開発・基礎研究を検討する。

• 次世代型地熱及び従来型地熱共通の課題である、早期の環境調査や、それを踏まえた環境影響評価等につ
いて、地熱発電の早期の先行導入及び実用化を支援すべく、その短縮やプロセスの最適化に寄与する技術
開発を検討する。

発電所
の運転

(約40-50年)

相互理解
・受容性
醸成

項目ごとの着手時期

設計工程との連携地域等への説明・環境アセス審査対応

総合的に検討

全体工程・公表プロセスを最適化

新たな技術を用いた調査手法

武佐岳（330℃）

阿寒（292℃）

豊羽（309℃）

胆振（271℃）

安比（350℃）

田沢湖東部（289℃）

栗駒（314℃）

秋ノ宮（299℃）

八幡平（285℃）

岩手山西部（317℃）

皆瀬（290℃）

山葵沢（299℃）

奥会津（286℃）

葛根田（500℃）

八丈島（317℃）

八丁原（290℃）

栗野手洗（298℃）

山川（353℃）

森（307℃）

菰ノ森（278℃）

澄川（311℃）

上の岱（291℃）

出典：NEDO成果報告書（2019、2020)

【参考：既存井での高温度確認フィールド】

初期環境調査＋環境アセス前倒し調査



先行導入に向けた支援の方向性
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４．次世代型地熱ロードマップ実現に向けた対応策

• 次世代型地熱の資源化とは、先述のロードマップで示した技術開発や技術実証を通じて、次世
代型地熱が活用できる資源であると確認すること。

• 事業性評価に先立ち、技術面・商務面の不確実性を低減するため、まずは官民一体で2030年に
向けて資源化に資する技術開発及び技術実証を目指す。

想
定
さ
れ
る
次
世
代
型
地
熱
の

開
発
プ
ロ
セ
ス

初期調査・掘削調査
(噴気試験・循環試験等)

開発

＜指標調査/物理探査/地化学調査＞ ＜掘削・噴気試験・評価＞
•掘削後、熱回収量（噴気試験・
循環試験等）の確認

•発電設備の概念設計（一部、発
電実証を含む）

•追加坑井掘削
•発電設備建設

事前調査
（地表調査／掘削調査）

環境
アセス

事業性評価
(基本設計等)

＜基本設計等＞
•初期調査・掘削結果を
踏まえて、 事業性評価
に必要な場合は、追加調
査(追加掘削や噴気試
験 、貯留層再評価
等）

次世代型地熱として活用できる資源の確認
＝次世代型地熱の資源化

2030年に向けて資源化に資する技術開発及び技術実証を目指す



先行導入に向けた国内における技術の成熟度の想定
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４．次世代型地熱ロードマップ実現に向けた対応策

• 次世代型地熱は、現状、概ねTRL2～5として想定され、技術実証によりTRL6相当以上の達成と、
それを踏まえた早期の社会実装を目指す。

超臨界地熱

クローズドループ

EGS

４地域（八幡平、葛根田、湯沢南部、九重）
においてより詳細な調査を実施、構造調査
試錐、調査井の仕様の検討

産総研およびNEDOが国内外で小規模の同軸
二重管型の実証実験を実施・支援

2地域（肘折、雄勝）において、多段人工貯
留層造成及び多段人工貯留層を対象とした抽
熱・発電

１ 2 3 4 5 6 7 8

現状想定されるTRL

次世代地熱技術 国内における現状

1 Initial idea: basic principles have been defined 7 Pre-commercial demonstration: solution working in expected conditions

2
Application formulated: concept and application of solution have been 
formulated

8 First-of-a-kind commercial: commercial demonstration, full-scale deployment in final form

3
Concept needs validation:
solution needs to be prototyped and applied

9
Commercial operation in relevant environment: solution is commercially available, needs 
evolutionary improvement to stay competitive

4 Early prototype: prototype proven in test conditions 10 Integration at scale: solution is commercial but needs further integration efforts

5 Large prototype: components proven in conditions to be deployed 11 Proof of stability: predictable growth

6
Full prototype at scale: prototype proven at scale in conditions to be 
deployed

＜参考：IEAにおけるTRL＞※出典：IEA Innovation Gaps  https://www.iea.org/reports/innovation-gaps



導入拡大に向けた指標 ① 導入拡大に向けて前提となる考え方
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４．次世代型地熱ロードマップ実現に向けた対応策

• 資源エネルギー庁では、「令和7年度 地熱発電推進に関する研究会」を開催し、有識者・業界団体等を交
えて、従来型及び次世代型地熱の開発を加速化させるため、その進捗を適切に把握し、問題の抽出とそれ
に向けた政策を実行するための新たな政策指標として、地熱資源容量の考え方を整理。

＜委員＞
• 藤光 康宏：九州大学 大学院工学研究院 地球資源システム工学部門 教授（座長）
• 長縄 成実：秋田大学大学院 国際資源研究科 資源開発環境学 教授
• 小澤 英明：小澤英明法律事務所 弁護士
• 浅沼 宏 ：国立研究開発法人産業技術総合研究所 福島再生可能エネルギー研究所

再生可能エネルギー研究センター キャリアリサーチャー
• 大森 嘉彦：一般財団法人日本エネルギー経済研究所 理事
• 安川 香澄：独立行政法人エネルギー・金属鉱物資源機構 特命審議役
• 相馬 宣和：国立研究開発法人産業技術総合研究所 地質調査総合センター

地圏資源環境研究部門 研究部門長

＜オブザーバー＞
• 環境省、林野庁、JOGMEC、NEDO
• 日本地熱協会、全国ボーリング技術協会

構成員等
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４．次世代型地熱ロードマップ実現に向けた対応策

➢ 資源容量は、プロジェクト単位で評価されるもの。
➢ 既発見とは、想定される温度が掘削等によって実際に確認された状態。

導入拡大に向けた指標 ② 地熱資源容量の定義（1/2）
資源エネルギー庁 令和7年度  第1回

地熱発電の推進に関する研究会
とりまとめ資料より抜粋

資源容量（kW） 定義 各フェーズにおける実施内容 格上げのためのアクション

商
業

化

開発資源容量 • 既発見で、プロジェクトを実施することで見込まれる発電容量
➢ 各プロジェクトのFID以降（より詳細な環

境影響評価、生産井・還元井掘削、発電所
建設、発電所操業等）

商
業

化
検

討
中

既
発

見 条件付
資源容量

開発
移行前

• 既発見で、商業開発が可能と見込まれる状態（開発移行直前）
で、プロジェクトの商業化に向けた事業計画を策定するために
必要なデータ収集と評価が進行している場合に、見込まれる発
電容量

➢ 次の項目を含むFIDのための事業計画策定
やそれに向けた追加調査
• 発電設備等の基本設計
• 環境影響評価
• 詳細な貯留層評価（評価のための掘削調

査・噴気試験も含む）
ex.）長期噴気試験等

• 最終投資決定（FID)

調査中

• 既発見で、商業開発を検討中、かつ商業性が見込まれる地熱貯
留層を確認するための調査が継続されている場合に、期待され
る発電容量

➢ 掘削調査とそれに付随した噴気試験
ex.）仮噴気試験等

➢ 発電設備等の概念設計
➢ それらを踏まえた環境影響評価

• FIDのための詳細な貯留層
評価（評価のための掘削
調査・噴気試験を含む）

商
業

性
無

し

既
発

見 開発保留
資源容量

• 既発見であるが、ある時点で商業性無し*と評価され、調査中
断となったが、ある課題が解決した結果、開発可能と場合に想
定される発電容量
*）想定された蒸気量が確認できなかった/流体性状等に問題があった/周辺
環境や規制、インフラの課題が解決できない等

➢ 調査するも中断したプロジェクト等
• 商業性有りと再評価され

る課題解決

未
発

見

期待資源容量
• 未発見ではあるが、将来的に開発する場合に、発電が期待され

る発電容量
➢ 地表調査 • 掘削調査

潜在資源容量
• 未発見の地熱資源のうち、現時点で開発の蓋然性を見込むこと

はできないと評価されるが、将来開発できた場合に、潜在的に
予想される発電容量

➢ 事前調査
• 事前調査の完了と地表調

査に向けた意思決定
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４．次世代型地熱ロードマップ実現に向けた対応策

➢ 地熱資源量（地熱ポテンシャル）
国内全体で150℃以上の地熱資源を、仮に全て開発できた場合に想定される発電容量が2,347万kW であり、それを
資源量という。この前提から、個別プロジェクトで見込む発電容量を、地熱資源容量と定義。
なお、今後、次世代型地熱等の調査結果次第では、資源量が増減することがある。

➢ 地熱資源容量
調査・開発フェーズにおいて想定される地熱貯留層から、ある時点で見込む発電容量。
プロジェクト単位で評価されるもの。

➢ プロジェクト
開発に向けた一連の活動（調査～開発）をプロジェクトと定義。

➢ 導入発電容量
導入発電容量は認可出力のことであり、”開発資源容量”は最終投資意思決定（FID）時点で見込まれる発電容量。

➢ 既発見
文献調査・予察～地表調査で想定される温度が、掘削調査等による物理検層（坑内温度測定）等で確認された状態。
※ 既発見とする温度は、、高温（150℃以上）、中温（120℃以上150℃未満）、低温（120℃未満）とする。
※ プロジェクト毎に、既発見とした際の上記温度カテゴリ（高温、中温、低温）は、明示することが必要。

➢ 事前調査
既存の文献（論文や報告書等）や調査データ（過去のNEDO促進調査報告書や立地環境調査等）による調査、および
それらを受けて実施する地表調査に向けた現場調査等の準備。

➢ 地表調査
事前調査後に実施される地表調査（地質調査、物理探査、地化学調査等）。

導入拡大に向けた指標 ② 地熱資源容量の定義（2/2）
資源エネルギー庁 令和7年度  第1回

地熱発電の推進に関する研究会
とりまとめ資料より抜粋
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４．次世代型地熱ロードマップ実現に向けた対応策

• 現状、次世代型地熱のポテンシャルは、潜在資源容量や開発保留資源容量に分類される。これらを、期待
資源容量や条件付資源容量に格上げするための先行導入を目指す。

• また、抜本的拡大に向けては、 早期実用化に向けて、先行導入の進捗や結果を踏まえながら、それら適切
に把握する案件形成形成目標とその支援策について整理が必要であるが、これらについては資源エネル
ギー庁の「地熱発電推進に関する研究会」で引き続き議論することとしたい。

資源容量

商
業

化

開発資源容量

商
業

化
検

討
中

既
発

見 条件付
資源容量

開発移行前

調査中

商
業

性
無

し

既
発

見

開発保留資源容量

未
発

見

期待資源容量

潜在資源容量

開発の蓋然性を見込むことができるような次世代
型地熱技術の実証＝資源化を目指す。

導入拡大に向けた指標 ③ 地熱資源容量の定義を基にした目標等について

従来型地熱では商業性なしと判断された資源容量
＝開発保留資源容量を、開発可能と再評価させる
ことができるような次世代型地熱技術の実証を目
指す。



次世代型地熱の発電コスト
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５．次世代型地熱の目指すべき発電コストについて

• 次世代型地熱技術の発電コストは、従来型地熱と同等（13.8〜36.8円/kWh*）を可能な限り早期に達成
することを目指しつつ、将来的には他のベースロード電源との競争が可能な水準である
12円/kWh 〜19円/kWh（2025年時点）の水準を目指す。

0 5 10 15 20 25 30 35

LNG(専焼)

原子力

バイオマス(専焼）

次世代型地熱

資本費 運転維持費 燃料費 事故リスク対応費 CO2対策費 政策経費

12円/kWh~19円/kWh
を目指す

※ 出典：発電コスト検証WG、発電コスト検証に関するとりまとめ（2025年2月）2040年の試算結果概要より事務局作成、
https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/mitoshi/cost_wg/pdf/cost_wg_20250206_01.pdf

[円/kWh]

*）第２回次世代型地熱推進官民協議会 資料４ より抜粋

https://www.enecho.meti.go.jp/committee/council/basic_policy_subcommittee/mitoshi/cost_wg/pdf/cost_wg_20250206_01.pdf


• 発電コスト目標および“仮に”次世代型地熱ポテンシャルの10%の7.7GW*1と置いて、次世代型
地熱発電の整備・操業コストによる経済波及効果を試算。

経済波及効果の試算前提
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６．次世代型地熱の経済波及効果・CO2削減量

経済波及効果試算の流れ

コスト構造算出

コスト総額算出

経済波及効果試算

• 先行調査等を参照し、次世代型地熱発電
の建設・操業コストの構造を調査

• 次世代型地熱の発電コストおよび開発資
源量を仮に置いて、必要投資額（コス
ト）の総額を算出

• 上記より各産業のコスト発生額を推計し、
産業連関分析の手法を用いて経済波及効
果を試算

今回試算の前提

• 今回は一例として超臨界地熱発電の実証事業*2

を基にしたコスト構造を参照している

• 今後次世代型地熱発電のコスト構造が精緻に判
明すれば、波及効果の数値も変化しうる

コスト構造

• 仮に開発資源量を7.7GW*1、発電コスト12円
/kWh～19円/kWhの条件で、単純化して全て
建設期間5年、その後10年間稼働と仮定し、コ
スト総額を算出

• 設備利用率を90.6%*2、所内率を8%*2、設備
稼働期間を30年として試算

• 現時点での価格を想定し、インフレ率等は考慮
していない

コスト総額

*1）次世代型地熱の導入については、非連続なイノベーションの実現により大幅な価格低減を進めていくことが前提
*2）2021年度～2023年度成果報告書 地熱発電導入拡大研究開発/超臨界地熱資源技術開発/資源量評価（葛根田地域）（国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構）



• 産業連関分析では「産業連関表」を基にしたモデルを用いて、建設・操業コストの発生に伴う
各産業への中間財需要や雇用者所得の増加の影響を含む経済波及効果を試算。

（参考）産業連関分析について
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６．次世代型地熱の経済波及効果・CO2削減量

需要発生額

操業コスト

建設コスト

生産誘発効果

生産誘発額
（直接効果）

中間財の需要増
に伴う

生産誘発額
（1次波及）

雇用者所得の増加
に伴う

生産誘発額
（2次波及）

中間投入
（原材料等）

中間投入
（原材料等）

中間投入
（原材料等）

産業連関表
（イメージ）

ｃ

合計

農林

漁業

鉱業

製造業

建設

商業

他

対事業所
サービス

飲食サービス

所
得
増
加
に
よ
る
消
費
誘
発

中
間
財
の
需
要
増

国
内
に
お
け
る
生
産
誘
発

産
業
分
類
に
紐
づ
け

粗付加価値
誘発効果

粗付加価値
誘発額

粗付加価値
誘発額

粗付加価値
誘発額

合計

宿泊業



• 前述の前提に従って試算を行った結果、建設および10年間の操業コストに伴う経済波及効果
（生産誘発額ベース）は約30兆円～約47兆円と試算された。

経済波及効果の試算結果
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６．次世代型地熱の経済波及効果・CO2削減量

必要投資額の推計 経済波及効果試算結果

＜参考：定義＞
直接効果：消費や投資等の最終需要の増加により国内に生じる需要の増加
• 第一次波及効果：直接効果によって生じた原材料等の生産誘発によって、国内

の各産業に次々と生じる生産波及の効果 
• 第二次波及効果：上記により誘発された雇用者所得の増加が消費に転換され、

その新たな消費により国内の各産業に次々と生じる生産波及の効果
• 総合効果：上記各効果の合計

＜留意点＞
• 次世代型地熱の導入については、非連続なイノベーションの実現により大幅な価格

低減を進めていくことがが前提である。
• 一事例における調査結果および前述の前提に基づき必要とされるコストをインプッ

トとして試算したものであり、今後コスト水準やコスト構造等の前提条件、経済情
勢等が変化すれば波及効果も変化する可能性がある

• あくまで次世代型地熱発電の整備・操業コストに伴う効果を対象としており、代替
による他電力の需要減やそれに伴う燃料輸入削減等の影響は考慮していない

総合効果

直接効果
一次波及
効果

二次波及
効果

生産誘発額
29.5兆円〜

46.7兆円
12.8兆円〜

20.3兆円
10.6兆円〜

16.8兆円
6.1兆円〜

9.6兆円

粗付加価値誘発
（GDP影響額）

14.6兆円～
23.1兆円

5.9兆円～
9.4兆円

5.1兆円～
8.1兆円

3.5兆円～
5.6兆円

開発
資源量

コスト 建設
操業

（10年間
計）

合計

7.7GW

12円
/kWh

10.2兆円 3.2兆円 13.4兆円

19円
/kWh

16.2兆円 5.0兆円 21.2兆円
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６．次世代型地熱の経済波及効果・CO2削減量

• 次世代型地熱技術によるCO2削減量は、 “仮に”次世代型地熱ポテンシャルの10%の7.7GW

を開発した場合、火力発電平均との比較で3,654万ton-CO2/年。
※ 暫定的な試算であり、今後変わりうる。

CO2削減量
[t-CO2/年]

次世代型地熱技術の
導入容量[kW]

8760[時間/年] 設備稼働率[%]
CO2排出係数
（火力平均）
[t-CO2/kWh]

パラメータ データ 前提・出所等

次世代型地熱技術の導入容量[kW] 7.7GW 仮置き

設備稼働率[%] 90.6%

下記資料を基に設定
＊2021年度～2023年度成果報告書 地熱発電導入拡大

研究開発/超臨界地熱資源技術開発/資源量評価（葛根田
地域）（国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合
開発機構）

CO2排出係数[kg-CO2/kWh] 0.598 kg-CO2/kWh 総合エネルギー統計

CO2削減量
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